
全国種子条例対照表(13道県条例、熊本県条例案)  2019年12月12日現在

道県 熊本県 北海道 宮城県 山形県 栃木県 埼玉県 新潟県 富山県 福井県 長野県 岐阜県 兵庫県 鳥取県 宮崎県

条例名
熊本県主要農作物種子の生

産及び供給に関する条例案

北海道主要農作物等の種子の生産に関

する条例（２０１９年４月１日施行）

主要農作物種子条例

(2020年4月1日施行)

山形県主要農作物種子条例

（2018年10月16日施行）

栃木県奨励品種の優良な

種苗の安定供給に関する

条例

(2020年4月1日施行)

埼玉県主要農作

物種子条例

（2018年4月1日

施行）

新潟県主要農作物種子条例

（2018年4月1日施行）

富山県主要農作物種子生産条例

（2019年1月1日施行）

福井県主要農作物の品種の

開発及び種子の生産に関す

る条例

（2018年4月1日施行）

長野県主要農作物及び伝統野

菜の種子に関する条例

（2020年4月1日施行）

岐阜県主要農作物

種子条例

(2019年4月1日施行)

主要農作物種子生

産条例

（2018年4月1日

施行）

鳥取県農作物種子条例

（2019年7月4日施行）

宮崎県主要農作物等種子

生産条例

(2019年4月1日施行)

第１条(目的)

この条例は、主

要農作物（稲、

大麦、裸麦、小

麦及び大豆をい

う。以下同

じ。）の優良な

種 子の生産及び

普及を推進し、

もって本県の主

要農作物の品質

の確保及び安定

的な生産に寄与

することを目的

とする。

第１条(目的)

この条例は、主要農

作物（稲、大麦、は

だか麦、小麦及び大

豆（いずれも 食用又

は酒造用であるもの

に限る。）をいう。

以下同じ。）の優良

な種子の生産 及び普

及を促進し、もって

本県の主要農作物の

生産性の向上及び品

質の確保に寄 与する

ことを目的とする。

第１条(目的)

この条例は、主要農作物及び

伝統野菜等（以下「主要農作

物等」という。）の種子の生

産等に関し、基本理念を定

め、及び県の責務等を明らか

にするとともに、県が実施す

る施策その他必要な事項を定

めることにより、主要農作物

等の優良な種子の安定的な供

給を図り、もって本県の主要

農作物等の品質の確保及び安

定的な生産に寄与することを

目的とする。

第１条（趣旨）

この条例は、主要

農作物（稲、大

麦、裸麦、小麦及

び大豆をいう。以

下同じ。）に係る

農業生産力の増進

にとって、優良な

種子の生産が不可

欠であることに鑑

み、県が品質を管

理し、かつ、安定

的な生産を確保す

べき主要農作物の

品種の指定及びそ

の種子の計画的な

生産について必要

な事項を定めるも

のとする。

第１条（目的）

 この条例は、種子の生産について、ほ場及び生

産物の審査及び証明を毎年実施し、並びに奨励

品種の決定その他の措置を行うこと により、農

作物の優良な種子の生産及び普及を促進し、

もって本県の農作物の品質の確保及び安定的な

生産に寄与することを目的とする。

 第１条(目的）

　この条例は、本県の主

要農作物等の優良な種子

の生産及び普及に関し、

県の責務並びに採種団体

及び指定種子生産者並び

に生産者の役割を明らか

にすることにより、主要

農作物等の将来にわたる

優良かつ低廉な種子の生

産及び安定的な供給を図

り、もって本県の主要農

作物等の品質の確保及び

安定的な生産を推進する

ことを目的とする。

目的（趣旨）

第１条(目的 ）

この条例は、主要農作物等の種子の生

産に関し、基本理念を定め、並び に

道、品種育成者、種子生産者及び関係

機関等の責務を明らかにするととも

に、 道が実施する施策その他必要な事

項を定めることにより、主要農作物等

の安定 的な供給及び品質の確保を図

り、もって本道の農業の持続的な発展

に寄与する ことを目的とする。

第１条（目的）

この条例は、本県の農業の更

なる発展を図る上で主要農作

物（稲、大麦、はだか 麦、小

麦及び大豆をいう。以下同

じ。）の優良な種子の低廉か

つ安定的な供給が不可欠で あ

ることに鑑み、主要農作物の

優良な種子の生産及び供給に

関する計画の策定、種子を 生

産するほ場の審査その他の措

置を講ずることにより、主要

農作物の優良な種子の将来 に

わたる低廉かつ安定的な供給

を図ることで、本県の主要農

作物の品質の確保及び安定 的

な生産を推進し、もって本県

の農業の持続的な発展に寄与

することを目的とする。

第１条（目的）

 この条例は、主要農作物の種子の

生産について計画の策定、審査そ

の他の措置を行うことにより、主

要 農作物の優良な種子の安定的な

供給を図り、もって本県の主要農

作物の品質の確保及び安定的な生

産に寄与す ることを目的とする。

第１条	(目的)

この条例は、県内外に流通する本

県で生産される主要農作物（稲、

大麦、 裸麦、小麦及び大豆をい

う。以下同じ。）の種子に関し、

生産、供給その他必要 な事項を定

めることにより、本県の主要農作

物の種子の品質の確保並びに優良

な 種子の安定的な生産及び流通に

寄与することを目的とする。

第１条（目的）

　この条例は、主要農作物の種子の生産及び普及に関

し、基本理念を定め、並びに県、種子生産者及び関係機

関等の責務を明らかにするとともに、県が実施する施策

その他必要な事項を定めることにより、主要農作物の品

質の確保及び安定的な生産に寄与することを目的とす

る。

第２条（定義）

　この条例において、次の各号に掲げる用語の意義は、

それぞれ当該各号に定めるところによる。

（１）主要農作物　稲、大麦、小麦及び大豆をいう。

（２）種子生産者　主要農作物の種子を生産する者をい

う。

（３）関係機関等　主要農作物の種子の生産に関係する

機関及び農業者団体をいう。

（４）指定採種団体　第８条第１項の規定により指定さ

れた団体をいう。

第１条（目的）

　この条例は、奨励品種

の優良な種苗の安定的な

供給について、県の責務

及び種苗生産等計画策定

者等の役割を明らかにす

るとともに、奨励品種の

優良な種苗の安定的な供

給に関し必要な事項を定

めることにより、本県の

農作物の競争力の強化に

資する奨励品種の優良な

種苗の安定的な供給の促

進を図り、もって本県の

農業の持続的な発展に寄

与することを目的とす

る。

第２条（定義）

　この条例において、次

の各号に掲げる用語の意

義は、当該各号に定める

ところによる。

一 奨励品種 県が育成（種

苗法（平成十年法律第八

十三号。以下「法」とい

う。）第三条第一 項に規

定する育成をいう。以下

同じ。）をしたいちごそ

の他の園芸作物の品種並

びに稲、大 麦、小麦及び

大豆の品種のうち、第７

条の規定により指定され

た品種をいう。

二 種苗 法第二条第三項に

規定する種苗をいう。

三 特定農作物 いちご、

稲、大麦、小麦及び大豆

であって、奨励品種であ

るものをいう。

四 種苗生産等計画策定者

特定農作物の種苗の生産

及び供給に関する計画

（以下「種苗生産等計

画」という。）を策定す

る者であって、知事が指

定するものをいう。

五 種苗事業者 特定農作物

の種苗の生産に関し種苗

生産等計画策定者と協議

等を行い、譲渡の目的を

もって、又は委託を受け

て種苗の生産を行う者と

の間に特定農作物の種苗

の生産に関する契約（以

下「種苗生産契約」とい

う。）を締結する者をい

う。

六 種苗生産者 種苗生産契

約に基づき特定農作物の

種苗の生産を行う者をい

う。

第１条（目的）

この条例は、主要農作物

（稲、大麦、はだか麦、小

麦および大豆をいう。 以

下同じ。）の優良な品種の

開発および優良な種子の生

産に関し必要な事項を 定

めることにより、主要農作

物の種子の品質の確保およ

び安定的な生産を図り、

もって安全で安心な主要農

作物の安定的な供給および

本県農業の持続的な発展

に寄与することを目的とす

る。

 第２条(定義)

この条例において、次の

各号に掲げる用語の意義

は、当該各号に定めると

ころによる。

　(１)　主要農作物等

稲、大麦、裸麦、小麦及

び大豆並びにそばをい

う。

　(２)　採種団体　主要

農作物等の優良な種子の

生産及び普及に関する事

項について、県及び農業

者団体その他関係者と協

議等を行い、当該種子の

生産を行う団体をいう。

　(３)　指定種子生産ほ

場　譲渡の目的をもっ

て、又は委託を受けて、

主要農作物等の種子を生

産する者が経営するほ場

で、知事が指定したもの

をいう。

　(４)　指定種子生産者

指定種子生産ほ場を経営

する者をいう。

　(５)　生産者　主要農

作物等を生産する者をい

う。

第２条	（定義）

この条例において、次の各号に掲げる用語の意

義は、それぞれ当該各号に定めるところによ

る。

(１)特定農作物　稲、大麦、はだか麦、小麦及

び大豆をいう。

(２)ほ場審査	　原種ほ若しくは原原種ほ又は種

子生産ほ場において栽培中の特定農作物の出

穂、穂ぞろい及び成熟状況その他種子の品 質の

確保に関する事項について審査することをい

う。

(３)生産物審査　原種ほ若しくは原原種ほ又は

種子生産ほ場において生産された特定農作物の

種子の発芽の良否、不良な種子及び異物 の混入

状況その他種子の品質の確保に関する事項につ

いて審査することをいう。

(４)指定種子改良団体　法人又は団体であっ

て、第14条の規定による知事の指定を受けたも

のをいう。

第２条(定義)

この条例において、次の各号

に掲げる用語の意義は、当該

各号に定めるところに

よる。

(1) 主要農作物 稲、大麦、小

麦、大豆及びそばをいう。

(2) 伝統野菜等 県内において

伝統的に生産されている野菜

その他の農作物の品種で

あって、当該品種の種子の生

産を継続する必要があると知

事が認めたものをいう。

(3) 種子管理団体 第６条の規

定により知事が指定する団体

をいう。

(4) 種子生産者 主要農作物又

は伝統野菜等の種子を生産す

る者をいう。

(5) 種子生産関係団体 主要農

作物又は伝統野菜等の種子の

生産に関係する団体をい

う。

第２条 （定義）

 この条例において、次の各号に掲

げる用語の意義は、当該各号に定

めるところによる。 (1)   主要農

作物   稲、大麦、裸麦、小麦及び

大豆をいう。

(2)   ほ場審査   知事が、種子生産

ほ場において栽培中の主要農作物

の出穂、穂ぞろい、成熟状況等に

ついて審 査することをいう。

(3)   生産物審査   知事が、種子生

産ほ場において生産された主要農

作物の種子の発芽の良否、不良な

種子及び 異物の混入状況等につい

て審査することをいう。

定義

第２条(定義)

この条例において、次の各号に掲げる

用語の意義は、当該各号に定める とこ

ろによる。

(１)主要農作物 　稲、大麦、小麦及び

大豆をいう。

(２)主要農作物等　主要農作物並びに

小豆、えんどう、いんげん及びそばを

いう。

(３)	優良品種    道内に普及すべき主要

農作物等の優良な品種として第８条第

１ 項の規定により認定された品種をい

う。

(４)	優良種子　優良品種の優良な種子

をいう。

(５)品種育成者 　優良品種を育成しよ

うとする者をいう。

(６)種子生産者    道の委託若しくは第

11条第１項の規定による指定を受けて

優良品種の種子を自ら生産する者又は

当該者に優良品種の種子の生産を委託

す るものをいう。

(７)関係機関等　優良品種の種子の生

産に関係する機関又は団体をいう。

第2条（定義）

　この条例において、次の

各号に掲げる用語の意義

は、それぞれ当該各号に定

めるところによる。

(1) 主要農作物　稲、大

麦、裸麦、小麦及び大豆

(し、ずれも食用又は酒造

用に供されるものに限

る。)をいう。

(2) 優良な種子　主要農作

物の種子のうち、その発芽

率が高く、異物の混入が微

量であること等第11条第5

項の審査の基準に適合する

ものをいう。

(3) 採種団体　主要農作物

の種子の生産及び供給に関

する事項について、県及び

農業者、農業者が組織する

団体その他の関係者と協議

等を行い、当該種子の生産

及び供給に係る業務を行う

団体をいう。

(4) 指定種子生産ほ場　譲

渡の目的をもって、又は委

託を受けて、主要農作物の

種子を生産する者が経営す

るほ場で、知事が指定した

ものをいう。

(5) 指定種子生産者　指定

種子生産ほ場を経営する者

をいう。

(6) ほ場審査　指定種子生

産ほ場において栽培中の主

要農作物の出穂、穂ぞろ

い、成熟状況等について審

査することをいう。

(7) 生産物審査　指定種子

生産ほ場において生産され

た主要農作物の種子の発芽

の良否、不良な種子及び異

物の混入状況等について審

査することをいう。

第1条（目的）

　この条例は、主要農作物

の種子の生産及び供給に関

し、基本理念を定め、県の

責務並びに採種団体、指定

種子生産者及び主要農作物

の生産者の役割を明らかに

するとともに、県が実施す

る施策について必要な事項

を定めることにより、将来

にわたって主要農作物の優

良な種子の安定的な生産及

び供給を確保することを目

的とする。
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道県 熊本県 北海道 宮城県 山形県 栃木県 埼玉県 新潟県 富山県 福井県 長野県 岐阜県 兵庫県 鳥取県 宮崎県

第３条(県の責務)

 県は、主要農作物の

優良な種子の生産及

び普及に係る施策を

計画的に推進 すると

ともに、必要な体制

の整備を図るものと

する。

２　県は、前項の施

策の推進に当たって

は、農業者団体その

他の関係者との連携

を 図るものとする。

第２条(基本理念)

主要農作物の種子の

生産及び普及は、県

内の種子の安定供給

及び食糧の安 全性の

確保に資する

２　主要農作物の種

子の生産及び普及

は、生産地の気候、

土壌等の生産環境及

び消 費者の嗜好に十

分配慮して行われな

ければならない。

ことを旨として行わ

れなければならな

い。

３　主要農作物の種

子の生産及び普及

は、県民の理解を得

つつ、県及び農業者

団体 その他の関係者

との連携及び相互理

解の下に行われなけ

ればならない。

第３条(県の責務)

県は、この条例の目的を

達成するため、県内に普

及すべき主要農作物等の

優良な品種について、当

該品種の優良な種子の生

産及び普及に関する施策

を計画的に推進するとと

もに、当該施策の推進に

必要な体制の整備を図る

ものとする。

２　県は、前項の施策の

推進に当たっては、農業

者団体その他関係者との

連携を図るものとする。

第３条(基本理念)

 主要農作物等の種子の生産

は、優良な種子が主要農作物

等の品質の確保及び安定

的な生産のために欠くことの

できない重要なものであると

いう認識の下に行われなけれ

ばならない。

２ 主要農作物等の種子の生

産は、他の品種との交雑及び

種子の流通の国際化により種

子

の供給が不安定になるおそれ

があることに鑑み、優良な種

子が消費者への安全で安心で

きる食料の安定的な供給に資

するものであるという認識の

下に行われなければならな

い。

３　主要農作物等の種子の生

産は、県、種子管理団体、種

子生産者及び種子生産関係団

体

の相互の連携の下に行われな

ければならない。

第４条（県の責務）

 県は、前条に定める基本理

念（次条において「基本理

念」という。）にのっとり、

主要農作物等の種子の生産に

関する総合的かつ計画的な施

策を策定し、及び実施するも

のとする。

２ 県は、前項の規定による

施策の策定及び実施に当たっ

ては、種子管理団体、種子生

産者及び種子生産関係団体と

連携を図るものとする。

第２条（県の責務）

県は、主要農作物の優良な種

子の低廉かつ安定的な供給に

関する施策を計画的に 推進す

るとともに、当該供給を図る

ために必要な体制の整備を図

るものとする。

２ 県は、前項の施策の推進に

当たっては、採種団体（主要

農作物の優良な種子の低廉か

つ安定的な供給に関する事項

について県及び農業者その他

関係者と協議等を行い、主要

農作物の優良な種子の生産及

び供給を行う団体をいう。以

下同じ。）、農業者その他関

係 者との連携を図るものとす

る。

道県の責務

第３条（基本理念）

　主要農作物の種子の生産及び普及は、本県の農業の持

続的な発展及び良質な主要農作物の安定的な供給に資す

ることを旨として行わなければならない。

２　主要農作物の種子の生産及び普及は、県、種子生産

者、関係機関等、指定採種団体その他関係者が相互に連

携し、及び協力することにより推進されなければならな

い。

第４条（県の責務）

　県は、主要農作物の種子の生産及び普及に関する施策

を計画的に推進するものとする。

２　県は、県内の気象、土壌その他の自然的条件に適

し、かつ、収量、品質その他の栽培上の特性及び利用上

の特性を備えた主要農作物の品種の育成及び選定を行う

ものとする。

３　県は、前二項の責務を果たすため、必要な体制を整

備するとともに、種子生産者、関係機関等及び指定採種

団体との連携を図るものとする。

第２条(県の責

務）

県は、主要農作

物の優良な種子

の生産及び普及

に係る施策を計

画的に推進する

とともに、必要

な体制の整備を

図るものとす

る。

２　県は、施策

推進に当たって

は、農業者団体

その他の関係者

と連携を図るも

のとする。

基本理念

第４条 (道の責務)

道は、前条に定める基本理念（以下

「基本理念」という。）にのっとり、

主要農作物等の種子の生産に関する施

策を総合的かつ計画的に実施する責務

を 有する。

２ 		道は、前項の施策の推進に当たって

は、品種育成者、種子生産者及び関係

機 関等と緊密な連携を図らなければな

らない。

第３条 (基本理念)

主要農作物等の種子の生産は、優良品

種及び優良種子が貴重な財産であ ると

の認識の下に、優良種子の生産が主要

農作物等の安定的な供給及び品質の 確

保に不可欠であることを旨として行わ

れなければならない。

２ 		主要農作物等の種子の生産は、道、

品種育成者、種子生産者及び関係機関

等 が相互に連携し、及び協力すること

により推進されなければならない。

第3条（基本理念）

　主要農作物の種子の生産

及び供給は、次に掲げる事

項を基本理念として行われ

なければならない。

(1) 主要農作物の品質の維

持を図るため、その優良な

種子の安定的な生産及び供

給を確保すること。

(2) 主要農作物の種子の産

地の維持及び強化を図るこ

と。この場合において、こ

れまで培われてきた当該種

子の生産に関する技術が失

われないようにするととも

に、地域の気候及び風土の

特性に配慮すること。

(3) 主要農作物の優良な種

子の重要性に対する理解を

深め、県並びに採種団体、

農業者、農業者が組織する

団体その他の関係者及び県

民の相互理解の増進を図る

こと。

第4条（県の責務）

　県は、前条の基本理念

(次条から第7条までにおい

て「基本理念Jという。)に

のっとり、主要農作物の優

良な種子の安定的な生産及

び供給の確保に関する総合

的な施策を策定し、及び実

施する責務を有する。

2 県は、採種団体、指定種

子生産者及び主要農作物の

生産者と連携して前項の施

策を策定し、及び実施する

よう努めるものとする。

第３条（県の責務）

　県は、奨励品種の優良

な種苗の安定的な供給に

関する施策を策定し、及

び実施する責務を有す

る。

２ 県は、奨励品種の優良

な種苗の安定的な供給に

関する施策を推進するた

めに必要な体制の整備に

努めるものとする。

第２条（県の責務）

 県は、主要農作物の優良

な品種の開発および優良な

種子の安定的な生産に 関

する施策を計画的に推進す

るものとする。
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道県 熊本県 北海道 宮城県 山形県 栃木県 埼玉県 新潟県 富山県 福井県 長野県 岐阜県 兵庫県 鳥取県 宮崎県

品種育成者（採

種団体）の責務

（役割）

第３条 （採種団体の役割）

採種団体は、主要農作物の優

良な種子の安定的な生産及び

低廉かつ安定的な供給 に努め

るものとする。

第５条（種子管理団体等の役

割）

種子管理団体は、基本理念に

のっとり、主要農作物の優良

な種子の安定的な供給

を行うものとする。

２ 種子管理団体は、基本理

念にのっとり、主要農作物等

の種子の保存に努めるものと

する。

（種子管理団体の指定）

第６条 知事は、第８条並び

に第９条第２項及び第３項に

規定する業務を適正かつ確実

に

行うことができると認められ

る団体を種子管理団体として

指定するものとする。

第14条（指定種子改良団体）

知事は、次の各号に掲げる業務を適正かつ確実

に行うことができると認められる法人又は団体

を指定種子改良団体として指定する ことができ

る。

(１)　奨励品種の決定、変更又は廃止

(２)　種子計画の策定

(３)　指定種子生産ほ場の指定、変更又は廃止

(４)　知事に対し、種子生産振興計画の策定に

ついての意見を述べること。

２　前項の規定による指定を受けようとするも

のは、規則で定めるところにより、知事に申請

しなければならない。

３　指定種子改良団体は、名称その他の規則で

定める事項を変更したときは、規則で定めると

ころにより、知事にその旨を届け出なければ な

らない。

４　知事は、第１項の規定による指定をしたと

きは、名称その他の規則で定める事項を告示す

るものとする。当該事項について、前項の規定

による変更の届出がされたときも同様とする。

５　指定種子改良団体は、第１項各号の業務の

運営上必要となる事項を規程で定め、知事の承

認を受けなければならない。これを変更する と

きも同様とする。

第15条（知事による奨励品種の決定等）

知事は、指定種子改良団体が指定された特定農

作物の種類については、第３条第１項の規定に

よる奨励品種の決定、第５条第１項 の規定によ

る種子計画の策定及び第10条第１項の規定によ

る指定種子生産ほ場の指定を行わない。

県に代わって種

子計画を策定す

る団体

 第４条（採種団体及び指

定種子生産者の役割）

　採種団体及び指定種子

生産者は、主要農作物等

の優良な種子の生産及び

普及に関する第一義的責

任を有していることを認

識し、主要農作物等の優

良な種子を安定的に確保

するために必要な措置を

適切に講ずるよう努める

ものとする。

２　採種団体及び指定種

子生産者は、県が実施す

る主要農作物等の優良な

種子の生産及び普及に関

する施策に協力するよう

努めるものとする。

第５条 (品種育成者の責務）

品種育成者は、基本理念にのっとり、

主要農作物等の安定的な供給及び 品質

の確保に資する主要農作物等の優良な

品種の育成に努めるものとする。

２ 		品種育成者は、優良品種を育成した

ときは、種子生産者が優良種子を安定

的 に生産するために必要な優良品種の

種子の提供及び種子の生産に資する情

報の 提供を行うよう努めるものとす

る。

第5条

４ 種子生産関係団体は、基

本理念にのっとり、県が実施

する主要農作物等の種子の生

産

に関する施策に協力するとと

もに、種子生産者に対する支

援に努めるものとする。

る。

第5条（採種団体の役割）

採種団体は、基本理念に

のっとり、主要農作物の優

良な種子の安定的な生産及

び供給の確保に資するため

必要な措置を講ずるよう努

めるものとする。

第４条（種苗生産等計画

策定者の役割）

　種苗生産等計画策定者

は、特定農作物の優良な

種苗の安定的な供給の促

進に資するよう、特定農

作物の種苗に係る需給の

見通し及び生産の動向を

踏まえ、毎年度、種苗生

産等計画を策定するもの

とする。

２ 種苗生産等計画策定者

は、種苗生産等計画を策

定し、又は変更しようと

するときは、あらかじ

め、知事と協議するもの

とする。
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道県 熊本県 北海道 宮城県 山形県 栃木県 埼玉県 新潟県 富山県 福井県 長野県 岐阜県 兵庫県 鳥取県 宮崎県

第5条

３ 種子生産者は、基本理念

にのっとり、主要農作物等の

種子の適正な栽培を行い、優

良な種子の生産に努めるもの

とする。

関係機関等の責

務

第７条 (関係機関等の責務)

関係機関等は、基本理念にのっとり、

道が実施する主要農作物等の種子 の生

産に関する施策に協力するものとす

る。

第６条（関係機関等の責務）

　関係機関等は、県が実施する主要農作物の種子の生産

及び普及に関する施策に協力するものとする。

種子生産者の責

務（役割）

種苗事業者の役

割

第６条 (種子生産者の責務)

種子生産者は、基本理念にのっとり、

種苗法（平成10年法律第83号）に 基

づく生産又は調整に係る基準を遵守す

ること等によって主要農作物等の適正

な栽培を行うことにより、優良種子を

安定的に生産するよう努めるものとす

る。

２ 		種子生産者は、優良種子を安定的に

生産するために必要な知識及び技術の

向 上に努めるものとする。

第５条（種子生産者の責務）

　種子生産者は、県が実施する主要農作物の種子の生産

及び普及に関する施策に協力するものとする。

２　種子生産者は、種苗法（平成１０年法律第８３号）

に基づく生産及び調整に係る基準を遵守するとともに、

主要農作物の種子の生産に必要な知識及び技術の向上を

図ること等により、主要農作物の種子を安定的に生産す

るよう努めるものとする。

主要農作物の生

産者の努力義務

（役割）

 第５条（生産者の役割）

生産者は、優良な種子の

利用及び積極的な種子の

更新を行うことにより、

主要農作物等の優良な生

産物を消費者に提供でき

るよう努めるものとす

る。

２　生産者は、県が実施

する主要農作物等の優良

な種子の生産及び普及に

関する施策に協力するよ

う努めるものとする。

第４条（指定種子生産者の役

割）

 第７条第１項に規定する指定

種子生産者は、主要農作物の

優良な種子の低廉かつ 安定的

な供給の重要性に対する理解

を深め、主要農作物の優良な

種子の生産に努めるも のとす

る。

第6条（指定種子生産者の

役割）

　指定種子生産者は、基本

理念にのっとり、主要農作

物の優良な種子の生産に必

要な知識及び技術の向上を

図り、当該種子を安定的に

生産するよう努めるものと

する。

第7条（主要農作物の生産

者の役割）

　主要農作物の生産者は、

基本理念にのっとり、優良

な主要農作物を消費者に供

給するため、主要農作物の

優良な種子を優先して使用

するよう努めるものとす

る。

第５条（種苗事業者の役

割）

　種苗事業者は、特定農

作物の優良な種苗の安定

的な供給の促進に資する

よう、種苗生産者との間

に種苗生産等計画に即し

た種苗生産契約を締結す

るよう努めるものとす

る。

２ 種苗事業者は、前項の

場合において、種苗生産

者が特定農作物の種苗の

生産を行うほ場を選定

し、その選定されたほ場

における特定農作物の種

苗の生産が適切に行われ

ているかどうか及び当該

生産に係る特定農作物の

種苗が優良な種苗である

かどうかを確認するよう

努めるものとする。

第６条（種苗生産者の役

割）

　種苗生産者は、特定農

作物の優良な種苗の安定

的な供給の促進に資する

よう、法第六十一条第一

項の規定により定められ

た基準（同項に規定する

指定種苗の生産及び調整

に係るものに限る。）又

は種苗生産契約を遵守

し、特定農作物の種苗の

生産を行うよう努めるも

のとする。

第１０条（主要農作物の生

産者の努力義務）

 主要農作物の生産者は、

毎年、優良な種子を利用

し、優良な生産物を消費

者に供給するよう努めるも

のとする。
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第９条（原種等の生産）

知事は、ほ場の設置等によ

り、県内に普及すべき主要農

作物の優良な品種として 決定

したものその他知事が必要と

認めるものについて、指定種

子生産ほ場において主要 農作

物の優良な種子の生産を行う

ために必要な原種及び当該原

種の生産を行うために必 要な

原原種（以下「原種等」とい

う。）の生産を行うものとす

る。

２ 前項の規定による県内に普

及すべき主要農作物の優良な

品種の決定に関し必要な事項

は、知事が定める。

３ 知事は、第１項の規定によ

り原種等の生産を行うほか、

知事以外の者が経営するほ場

において、原種等が適正かつ

確実に生産されると認める場

合は、当該ほ場を指定原種ほ

場又は指定原原種ほ場として

指定することができる。

４ 第６条第２項の規定は前項

の規定による指定について、

前２条の規定は同項の指定原

種ほ場又は指定原原種ほ場に

おける原種等の生産について

準用する。

第４条(奨励品種の決

定)

 県は、県内における

生産を奨励すべき主

要農作物の優良な品

種（以下「奨 励品

種」という。）を決

定するものとする。

２　県は、奨励品種

を決定するに当たっ

ては、必要な試験等

を行うものとする。

第４条（種子生産振興計画）

知事は、優良な種子の生産及び普及を促進する

ための計画（以下「種子生産振興計画」とい

う。）を策定するものとする。

２　種子生産振興計画には、次に掲げる事項を

定めるものとする。

(１)	優良な種子の安定的な生産に必要となる施

設又は設備の整備に関する事項 (２)	優良な種子

の生産及び普及に必要となる技術及び人材に関

する事項

(３)前２号に掲げるもののほか、優良な種子の

生産及び普及の促進に関し必要な事項

３　知事は、指定種子改良団体を指定した場合

において、種子生産振興計画を策定しようとす

るときは、指定種子改良団体の意見を聴くも の

とする。

第１０条（優良品種の決定及び試験）

　知事は、県内に普及を促進する主要農作物の優良な品

種（以下「優良品種」という。）を決定するものとす

る。

２　知事は、前項の規定により優秀品種を決定するため

に必要な試験（第１９条において「優良品種決定調査」

という。）を行うものとする。

３　知事は、第１項の規定による決定をしようとすると

きは、あらかじめ、主要農作物品種審査会の意見を聴か

なければならない。

第２条（奨励品種

の指定）

知事は、主要農作

物の種類ごとに、

県が特に品質を管

理し、かつ、安定

的な生産の確保を

図る必要がある品

種（以下「奨励品

種」という。）を

指定するものとす

る。

２　奨励品種は、

県内の多様な地

勢、気候等の自然

的条件に対応した

ものでなければな

らない。

優良品種・奨励

品種の指定(選

定)、試験・調

査・開発等

第８条 (優良品種等の認定)

知事は、収量、品質その他の栽培上又

は利用上の特性が優良なものであるこ

とその他の知事が定める基準に適合す

ると認められる主要農作物等の品種を

優良品種として認定することができ

る。

２ 前項の規定による認定を受けようと

する者は、規則で定めるところによ

り、 知事に申請しなければならない。

３ 知事は、第１項の規定による認定を

行うに当たっては、あらかじめ、北海

道 優良品種認定審議会の意見を聴かな

ければならない。

４ 知事は、優良品種が第１項に規定す

る基準に適合しなくなったときその他

優 良品種として適当でなくなったと認

めるときは、同項の規定による認定を

取り 消すことができる。

５ 	第３項の規定は、前項の規定による

認定の取消しについて準用する。

第12条（優良な品種を選定するた

めの調査）

 知事は、県内に普及すべき主要農

作物の優良な品種を選定するため

の調査を行うものとする。

第９条（優良な品種を決定するた

めの試験）

知事は、県が普及すべき主要農作

物の優良な品種を決定するための

試験を行うものとする。

第３条（優良な品種の開

発）

 知事は、県に蓄積された

知識、技術および経験を活

用して、県内の気象、 土

壌その他の自然的条件に適

した主要農作物の品種の開

発をするよう努めるも の

とする。

２　知事は、前項の開発の

ため、多様な種子の収集お

よびその特性の評価を行

い、 本県農業に有用な遺

伝資源を蓄積し、および利

用するものとする。

第４条(優良な品種を決定

するための試験)

知事は、安定的な生産およ

び普及を図る必要がある主

要農作物の優良な品 種を

決定するための試験を行う

ものとする。

第７条 （奨励品種の決定）

知事は、県内に普及すべき主

要農作物として生産を奨励す

る品種（以下「奨励品

種」という。）を決定するも

のとする。

種子生産振興計

画等

在来種等の維持

第15条（種子産地強化計画

の策定）

　知事は、将来にわたって

主要農作物の優良な種子の

安定的な生産及び供給を確

保するため、県内における

当該種子の産地の生産体制

を強化する計画(以下この

条において「種子産地強化

計画」という。)を策定す

るものとする。

2 種子産地強化計画には、

次に掲げる事項を定めるも

のとする。

(1) 指定種子生産者及び指

定種子生産ほ場の確保に関

する事項

(2) 主要農作物の優良な種

子の生産技術に関する事項

(3) 主要農作物の優良な種

子の生産に係る施設及び設

備に関する事項

(4) 前3号に掲げるものの

ほか、主要農作物の種子の

産地の生産体制の強化に関

し必要な事項

3 知事は、種子産地強化計

画を策定しようとするとき

は、採種団体、農業者、農

業者が組織する団体その他

の関係者の意見を聴くもの

とする。

4 第9条第3項及び第4項の

規定は、種子産地強化計画

について準用する。

第13 条（伝統野菜等の種子

の生産等に係る支援）

県は、伝統野菜等について、

その生産を将来にわたって行

うことができるように

するため、採種の技術の指導

その他の種子の安定的な生産

のために必要な施策を講ずる

とともに、品種の維持のため

の種子の保存に対する支援を

行うものとする。

 第６条（優良な種子の計

画的な生産）

知事は、優良な種子を計

画的に生産するため、主

要農作物等の優良な品種

を選定するための試験を

行うとともに、毎年度、

優良な種子の安定的な生

産に関する計画を策定

し、当該計画に基づく原

種及び原原種の生産及び

指定種子生産ほ場の指定

をするものとする。

第３条	（奨励品種の決定等）

知事は、特定農作物の品種のうち、本県におい

て普及すべき優良な品種（以下「奨励品種」と

いう。）を決定するものとする。

２　県は、農業に関する試験及び研究を行う県

の機関（以下「試験場」という。）において、

前項の規定による決定を行うために必要な試 験

を行うものとする。

第15条（知事による奨励品種の決定等）

知事は、指定種子改良団体が指定された特定農

作物の種類については、第３条第１項の規定に

よる奨励品種の決定、第５条第１項 の規定によ

る種子計画の策定及び第10条第１項の規定によ

る指定種子生産ほ場の指定を行わない。

第５条（在来種

の生産及び維

持）

県は、各地域に

おいて従来から

生産されている

主要農作物の生

産及びその維持

に協力するもの

とする。

第8条（普及すべき主要農

作物の品種の決定）

　知事は、主要農作物の品

種のうち、別に定める基準

に適合するものを、県内に

おいて普及すべき品種とし

て決定するものとする。

2　知事は、前項の規定に

よる決定をするに当たって

は、必要な試験を行うもの

とする。

第16条（稲品種の開発）

　知事は、これまで県に蓄

積された知識、技術及び経

験を活用して、地域の気候

及び風土に適した稲の品種

を開発するよう努めるもの

とする。

第７条（奨励品種の指

定）

　知事は、県が育成をし

たいちごその他の園芸作

物の品種並びに稲、大

麦、小麦及び大豆の品種

のうち、県内における普

及を促進すべき優良な品

種であって、収量、品質

等に関し優れた特性を有

すると認めるものを奨励

品種として指定するもの

とする。

5
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道県 熊本県 北海道 宮城県 山形県 栃木県 埼玉県 新潟県 富山県 福井県 長野県 岐阜県 兵庫県 鳥取県 宮崎県

第５条(生産計画)

県は、毎年度、奨励

品種のうち県が種子

供給に関する取組を

行う品種（以 下「対

象品種」という。）

の優良な種子の生産

に関する計画（以下

「生産計画」 とい

う。）を策定するも

のとする。

２　生産計画には、

次に掲げる事項を定

めるものとする。

一　対象品種の種子

の需要の見通し

二　対象品種の種子

の必要な生産量

三　前二号に掲げる

もののほか、対象品

種の種子の生産に関

し必要な事項

３　県は、生産計画

を策定するため必要

があるときは、農業

者団体その他の関係

者 に対し、資料の提

出その他の必要な協

力を求めることがで

きる。

４　県は、生産計画

を策定したときは、

遅滞なく、これを公

表するものとする。

５　前２項の規定

は、生産計画の変更

について準用する。

第８条（種子計画の策定）

種子管理団体の長は、毎年

度、奨励品種の種子の生産に

関する計画（以下「種子

計画」という。）を知事と協

議して策定するものとする。

２ 種子計画には、次に掲げ

る事項を定めるものとする。

(1) 奨励品種の種子の需給の

見通し

(2) 奨励品種の種子の生産量

(3) 前２号に掲げるもののほ

か、奨励品種の種子の生産に

関し必要な事項

第３条（種子計画

の策定）

知事は、奨励品種

の種子の生産に係

る計画（以下「種

子計画」とい

う。）を策定する

ものとする。

２　種子計画に

は、次に掲げる事

項を定めるものと

する。

(１)　奨励品種の

名称

(２)　奨励品種ご

との作付面積

(３)　奨励品種ご

との年間供給見込

数量

(４)　奨励品種ご

との年間需要見込

数量

第５条（種子計画）

知事は、毎年、その年における特定農作物の需

給の見通し、種子の生産、流通及び備蓄の状況

その他の事情を勘案して、奨励品種 の種子の安

定的な生産及び供給並びに必要な量の確保に関

する計画（以下「種子計画」という。）を策定

するものとする。

第15条（知事による奨励品種の決定等）

知事は、指定種子改良団体が指定された特定農

作物の種類については、第３条第１項の規定に

よる奨励品種の決定、第５条第１項 の規定によ

る種子計画の策定及び第10条第１項の規定によ

る指定種子生産ほ場の指定を行わない。

２　種子計画には、次に掲げる事項を定めるも

のとする。

(１)	本県における年間の特定農作物の種類別及

び品種別の種子の需給の見通しに関する事項

(２)	前号に掲げるもののほか、種子の安定的な

生産及び供給並びに必要な量の確保に関し必要

な事項

 第６条（優良な種子の計

画的な生産）

知事は、優良な種子を計

画的に生産するため、主

要農作物等の優良な品種

を選定するための試験を

行うとともに、毎年度、

優良な種子の安定的な生

産に関する計画を策定

し、当該計画に基づく原

種及び原原種の生産及び

指定種子生産ほ場の指定

をするものとする。

第３条（種子計

画）

知事は、毎年

度、主要農作物

の優良な種子の

生産に関する計

画（以下この条

において「種子

計画」とい

う。）を策定す

るものとする。

２　種子計画に

は、次に掲げる

事項を定めるも

のとする。

一　主要農作物

の種子の需要の

見通し

二　主要農作物

の種子の生産量

三　前二号に掲

げるもののほ

か、主要農作物

の種子の生産に

関し必要な事項

３　知事は、種

子計画を策定す

るため必要があ

るときは、農業

者団体その他の

関係に対し、資

料の提出その他

の必要な協力を

求めることがで

きる。

４　知事は、種

子計画を策定し

たときは、遅滞

なく、公表する

ものとする。

５　前２項の規

定は、種子計画

の変更について

準用する。

第４条 （指定種子生産団体の制

定）

知事は、次条に規定する業務を適

正かつ確実に行うことができると

認められる団体を指定種子生産団

体 として指定することができる。

２ 前項の指定を受けようとするも

のは、規則で定めるところによ

り、知事に申請しなければならな

い。

３ 指定種子生産団体は、その名称

その他の規則で定める事項を変更

しようとするときは、あらかじ

め、知事に その旨を届け出なけれ

ばならない。

第５条(指定種子生産団体の業務）

   指定種子生産団体は、次に掲げ

る業務を行うものとする。

(1)   本県の年間の種類別及び品種

別の主要農作物の種子の需給の見

通しを把握し、知事に報告するこ

と。

(2)   種子計画に基づく種子の生産

及び供給を行うこと。

(3)   種子に係る残量処理、事故処

理及び災害補償を行うこと。

 (4)   前３号に掲げる業務に附帯

第３条	（指定種子生産団体等の指

定等）

知事は、法人その他の団体であっ

て、次項に掲げる業務を適正かつ

確実に 行うことができると認めら

れるものを、その申請により、指

定種子生産団体とし て指定するこ

とができる。

２  指定種子生産団体は、次に掲

げる業務を行うものとする。

⑴県内外の市場における本県の年

間の主要農作物の種子の需給の見

通しを把握するための調査及び知

事への報告に関する業務

⑵種子計画に基づく主要農作物の

種子の品質の確保並びに優良な種

子の安定的 な生産及び供給に関す

る業務

⑶前２号に掲げる業務に附帯する

業務

⑷その他規則で定める業務

第３条(種子計画)

 知事は、毎年度、主要農作物の優

良な種子の安定的な生産に関する

計画（以下「種子計画」という｡)

を 策定するものとする。

２ 種子計画の策定に当たっては、

本県の主要農作物の種子の需給の

見通し及び市場における本県の主

要農作物 の需給の動向を考慮する

ものとする。

３ 知事は、種子計画を策定したと

きは、遅滞なく、これを公表しな

ければならない。

第２条(種子計画の策定)	

知事は、毎年度、主要農作物の種

子の品質の確保並びに優良な種子

の安定 的な生産及び供給に関する

計画（以下「種子計画」とい

う。）を策定し、公表す るものと

する。

２　知事は、種子計画の策定に当

たっては、本県の主要農作物の種

子の需給の見通 し、県内外の市場

における本県の主要農作物の需給

の動向及び次条第１項に規定 する

指定種子生産団体その他の法人又

は団体の意見を勘案するものとす

る。

３  種子計画には、次に掲げる事

項を定めるものとする。

⑴主要農作物の種子の需給の見通

しに関する事項

⑵主要農作物の種子の品質の確保

並びに優良な種子の安定的な生産

及び供給に 関する事項

⑶主要農作物の優良な種子の生産

を行うために必要な主要農作物の

原種及び原 原種の生産に関する事

項

⑷第５条の規定による指定種子生

産ほ場の指定に関する事項

⑸第８条第２項の規定による指定

原種ほ及び指定原原種ほの指定に

関する事項

⑹その他主要農作物の種子の品質

の確保並びに優良な種子の安定的

な生産及び 供給に関し必要な事項

第５条	（種子生産計画の策

定）

知事は、毎年度、主要農作

物の優良な種子の安定的な

生産に関する計画

（以下「種子生産計画」と

いう。）を策定するものと

する。

２　種子生産計画には、次

に掲げる事項を定めるもの

とする。

一　主要農作物の種子の生

産に関する事項

二　主要農作物の原種およ

び原原種の生産に関する事

項

三　種子生産ほ場の面積に

関する事項

四　原種ほ場および原原種

ほ場の面積に関する事項

五　その他主要農作物の優

良な種子の安定的な生産に

関し必要な事項

３　知事は、種子生産計画

を策定し、または変更した

ときは、遅滞なく、これを

公表するものとする。

第４条（種苗生産等計画

策定者の役割）

　種苗生産等計画策定者

は、特定農作物の優良な

種苗の安定的な供給の促

進に資するよう、特定農

作物の種苗に係る需給の

見通し及び生産の動向を

踏まえ、毎年度、種苗生

産等計画を策定するもの

とする。

２ 種苗生産等計画策定者

は、種苗生産等計画を策

定し、又は変更しようと

するときは、あらかじ

め、知事と協議するもの

とする。

種子計画の策定

第９条(種子計画の策定)

知事は、毎年度、優良種子の計画的な

生産を行うための計画（以下この 条に

おいて「種子計画」という。）を定め

なければならない。

２ 種子計画には、次に掲げる事項を定

めるものとする。

 (１)優良品種の種子の生産を行うほ場

の作付面積

(２)優良品種の種子の生産量

(３)優良品種の種子の備蓄量

(４)前３号に掲げるもののほか、優良

品種の種子の生産に関し必要な事項

３ 知事は、種子計画を定めたときは、

遅滞なく、これを公表しなければなら

な い。

４ 前項の規定は、種子計画の変更につ

いて準用する。

第５条	（種子計画）

知事は、毎年度、主要農作物

の優良な種子の安定的な生産

及び供給に関する計画

（以下「種子計画」とい

う。）を定めるものとする。

２	種子計画には、次に掲げる

事項を定めるものとする。

（１）主要農作物の種類別の

種子の需給の見通しに関する

事項

（２）主要農作物の種類別の

種子を生産するほ場（以下

「種子生産ほ場」という。）

に関す る事項

（３）主要農作物の原種及び

原原種の生産に関する事項

指定種子生産団

体の指定・業務

第７条（種子計画の策定）

　知事は、毎年度、主要農作物の種子の安定的な生産及

び供給に関する計画（以下「種子計画」という。）を定

めるものとする。

２　種子計画には、次に掲げる事項を定めるものとす

る。

（１）主要農作物の種子の需給の見通しに関する事項

（２）主要農作物の種子の生産を行うほ場の面積及び生

産量に関する事項

（３）主要農作物の原種及び当該原種の生産を行うため

に必要な原原種（以下「原種等」という。）に関する事

項

第８条（指定採種団体の指定等）

　知事は、法人その他の団体であって、次項各号に掲げ

る業務を適正かつ確実の行うことができると認められる

ものを、その申請により、指定採種団体として指定する

ことができる。

２　指定採種団体は、次に掲げる業務を行うものとす

る。

（１）本県における主要農作物の種子の年間の需給の見

通しを把握するための調査及びその結果の知事への報告

に関する業務

（２）種子計画に基づく主要農作物の種子の生産及び供

給に関する業務

（３）主要農作物の種子に係る残量処理、事故処理、及

び災害補償に関する業務

（４）前三号に掲げる業務に附帯する業務

３　第１項の指定を受けようとする者は、規則で定める

ところにより、申請書を知事に提出しなければならな

い。

４　指定採種団体は、その名称その他規則で定める事項

を変更しようとするときは、あらかじめ、その旨を知事

に届け出なければならない。

第9条（種子生産計画の策

定）

　知事は、毎年度、前条第

1項の規定により決定した

主要農作物の品種を対象と

して、主要農作物の種子の

生産に関する計画(以下こ

の条、次条第l項及び附則

第3項において「種子生産

計画」という。)を策定す

るものとする。

2 種子生産計画には、次に

掲げる事項を定めるものと

する。

(1) 主要農作物の種子の種

類別の需給の見通しに関す

る事項

(2) 指定種子生産ほ場の面

積に関する事項

(3) 前2号に掲げるものの

ほか、主要農作物の種子の

生産に関し必要な事項

3 知事は、種子生産計画を

策定したときは、遅滞な

く、これを公表するものと

する。

4 前項の規定は、種子生産

計画の変更について準用す

る。

6
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道県 熊本県 北海道 宮城県 山形県 栃木県 埼玉県 新潟県 富山県 福井県 長野県 岐阜県 兵庫県 鳥取県 宮崎県

品種等の利用及

び管理

第１５条（品種等の利用及び管理）

　知事は、県が育成した主要農作物の品種、優良品種の

種子その他これらの生産に関する技術が適正に利用さ

れ、又は適切に管理されるよう必要な措置を講ずるもの

とする。

第６条(原原種及び原

種等の生産）

 県は、生産計画に基

づき、原原種ほ（原

種（優良な一般種子

の生産を行う ために

必要な種子をいう。

以下同じ。）の生産

を行うために必要な

原原種（優良 な原種

の生産を行うために

必要な種子をいう。

以下同じ。）の生産

を行うほ場を いう。

以下同じ。）及び原

種ほ（原種の生産を

行うほ場をいう。以

下同じ。）を 設置

し、原原種及び原種

を生産するものとす

る。

２　県は、生産計画

に基づき、生産した

原種を一般種子を生

産する者であって県

が 認めたものに配布

するものとする。

第７条(一般種子生産

ほ場の設置)

　県は、生産計画に

基づく種子の生産が

行われるよう、農業

者団体その他の 関係

者に対し、一般種子

の生産を行うほ場

（以下「一般種子生

産ほ場」という。）

の設置について指導

するものとする。

第９条 （主要農作物の原原

種、原種及び種子の生産等）

県は、種子計画に基づき、奨

励品種の原種の生産に必要な

原原種の生産、調達及

び供給を行うものとする。

２ 種子管理団体は、種子計

画に基づき、奨励品種の種子

の生産に必要な原種の生産、

調

達及び供給を行うものとす

る。

３ 種子管理団体は、種子計

画に基づき、奨励品種の種子

の調達、需給の調整及び備蓄

を

行うものとする。

第６条 （原種及び原原種

の生産）

知事は、ほ場の設置等によ

り、次条第一項に規定する

指定種子生産ほ場に おい

て主要農作物（知事が安定

的な生産および普及を図る

ため特に必要がある と認

める品種に限る。以下この

条において同じ。）の優良

な種子の生産を行う ため

に必要な主要農作物の原種

および当該原種の生産を行

うために必要な原原 種

（以下「原種等」とい

う。）の生産を行う。

２ 知事は、知事以外の者

が経営するほ場において、

原種等が適正かつ確実に生

産 されると認める場合に

は、当該ほ場を指定原種ほ

場または指定原原種ほ場と

し て指定することができ

る。

３  次条第二項の規定は前

項の規定による指定につい

て、第八条の規定は同項の

指 定原種ほ場または指定

原原種ほ場における原種等

の生産について準用する。

第11条（原種及び原原種の生産）

 知事は、主要農作物の原種ほ及び

原原種ほの設置等により、指定種

子生産ほ場において主要農作物の

優 良な種子の生産を行うために必

要な主要農作物の原種及び当該原

種の生産を行うために必要な主要

農作物の原 原種の確保が図られる

よう主要農作物の原種及び原原種

の生産を行うものとする。

２ 知事は、知事以外の者が経営す

るほ場において主要農作物の原種

又は原原種が適正かつ確実に生産

されると 認められる場合には、当

該ほ場を指定原種ほ又は指定原原

種ほとして指定することができ

る。

３ 第８条第２項の規定は前項の指

定について、前２条の規定は同項

の指定原種ほ又は指定原原種ほに

おける主 要農作物の原種又は原原

種の生産について準用する。

第４条（原種及

び原原種の生

産）

県は、主要農作

物の優良な種子

の生産を行うた

めに必要な原種

及び当該原種の

生産を行うため

に必要な原原種

の生産を行うも

のとする。

第８条 （原種及び原原種の生産）

知事は、主要農作物の原種ほ及び

原原種ほの設置等により、指定種

子生産ほ場において主要農作物の

優良な種子の生産を行うために必

要な主要農作物の原種及び当該原

種の生産を行うために必要な主要

農作物の原原種の確保が図られる

よう、主要農作物の原種及び原原

種の生産を行うものとする。

２　知事は、知事以外の者が経営

するほ場において主要農作物の原

種又は原原種が 適正かつ確実に生

産されると認められる場合には、

当該ほ場を、当該者の申請に よ

り、指定原種ほ又は指定原原種ほ

として指定することができる。

３　前２条の規定は、前項の指定

原種ほ又は指定原原種ほにおける

主要農作物の原 種又は原原種の生

産について準用する。

４　県は、種子計画に基づき主要

農作物の優良な原種を供給するた

め、当該原種の 生産を行う施設を

設置し、品種の選定、原種の管理

その他必要な措置を講ずるも のと

する。

 第６条（優良な種子の計

画的な生産）

知事は、優良な種子を計

画的に生産するため、主

要農作物等の優良な品種

を選定するための試験を

行うとともに、毎年度、

優良な種子の安定的な生

産に関する計画を策定

し、当該計画に基づく原

種及び原原種の生産及び

指定種子生産ほ場の指定

をするものとする。

 第６条　（優良な種子の

計画的な生産）

知事は、優良な種子を計

画的に生産するため、主

要農作物等の優良な品種

を選定するための試験を

行うとともに、毎年度、

優良な種子の安定的な生

産に関する計画を策定

し、当該計画に基づく原

種及び原原種の生産及び

指定種子生産ほ場の指定

をするものとする。

第６条	（原種の生産等）

県は、試験場に原種ほ及び原原種ほを設置して

奨励品種の種子の生産を行うために必要な原種

及び当該原種の生産を行うために必 要な原原種

（以下「原種等」という。）の生産を行うもの

とする。

第７条（原種ほ等の指定）

知事は、県以外の者が経営するほ場において原

種等が適正かつ確実に生産されると認められる

場合は、当該ほ場を指定原種ほ又は 指定原原種

ほ（以下「指定原種ほ等」という。）として指

定することができる。

２　その経営するほ場において前項の指定を受

けようとする者は、規則で定めるところによ

り、各年ごとに知事に申請しなければならな

い。

第４条（原種等の

生産）

県は、奨励品種に

ついて、優良な種

子の生産に必要な

原種及び当該原種

の生産を行うため

に必要な原原種を

生産するものとす

る。

第10条（種子生産ほ場の指定）	

知事は、譲渡の目的をもって、又は委託を受け

て、特定農作物の種子を生産する者が経営する

ほ場を指定種子生産ほ場として指定 することが

できる。

２　その経営するほ場において前項の指定を受

けようとする者は、規則で定めるところによ

り、各年ごとに知事に申請しなければならな

い。

第15条（知事による奨励品種の決定等）

知事は、指定種子改良団体が指定された特定農

作物の種類については、第３条第１項の規定に

よる奨励品種の決定、第５条第１項 の規定によ

る種子計画の策定及び第10条第１項の規定によ

る指定種子生産ほ場の指定を行わない。

第５条(原種の配

布等）

知事は、前条の規

定により生産した

原種を、知事が別

に定める基準を満

たす者に対し配布

するものとする。

２　知事は、前項

の規定により原種

を配布するとき

は、当該原種を使

用して種子を生産

すべきほ場を指定

するものとする。

３　前項の規定に

よるほ場の指定

は、種子計画に定

める奨励品種ごと

の作付面積の範囲

内において行うも

のとする。

第６条（種子生産ほ場の指

定）

 知事は、種子計画において主

要農作物の種類別に定めた種

子生産ほ場の面積を超 えない

範囲内で、主要農作物の優良

な種子の生産のために必要な

知識及び技術を有する 者が経

営し、かつ、主要農作物の優

良な種子の生産に適すると認

めるほ場を、指定種子生産ほ

場として指定することができ

る。

２ 前項の規定による指定を受

けようとする者は、規則で定

めるところにより、申請書を

知事に提出しなければならな

い。

第８条(指定種子生産ほ場の指定)

 知事は、譲渡の目的をもって、又

は委託を受けて、主要農作物の種

子を生産する者が経営するほ場を

種 子計画に基づき指定種子生産ほ

場として指定することができる。

２ その経営するほ場について前項

の指定を受けようとする者は、規

則で定めるところにより、知事に

申請しな ければならない。

第５条(指定種子生産ほ場の指定)

知事は、譲渡の目的をもって、又

は委託を受けて、主要農作物の種

子を生 産する者が経営するほ場

を、当該者の申請により、指定種

子生産ほ場として指定 することが

できる。

第７条(指定種子生産ほ場

の指定)

 知事は、譲渡の目的を

もって、または委託を受け

て、主要農作物の種子を

生産する者が経営するほ場

を、種子生産計画に定めた

種子生産ほ場の面積を標

準とし、指定種子生産ほ場

として指定することができ

る。

２  前項の規定による指定

を受けようとする者は、規

則で定めるところにより、

知 事に申請をしなければ

ならない。

ほ場の指定（設

置）

第11条 (ほ場の指定)

知事は、知事以外の者が経営するほ場

において優良品種の種子が適正か つ確

実に生産されると認めるときは、当該

ほ場を優良品種の種子の生産を行う ほ

場として指定することができる。

２ 	前項の規定による指定を受けようと

する者は、規則で定めるところによ

り、 知事に申請しなければならない。

３ 		知事は、第１項の規定による指定を

受けたほ場（次条第１項において「指

定 種子生産ほ場」という。）において

優良品種の種子が適正かつ確実に生産

する ことができなくなったと認めると

きは、第１項の規定による指定を取り

消すこ とができる。

原種及び原原種

の生産

第１４条（原種等の生産）

　知事は、ほ場の設置等により、特定種子生産ほ場にお

いて優良品種の種子の生産を行うために必要な優良品種

の原種等の生産を行うものとする。

２　知事以外の者が、その経営するほ場において、優良

品種の原種等（知事が特定種子生産者に配布することを

目的とするものに限る。）を生産する場合については、

前三条の規定を準用する。

第１１条（特定種子生産ほ場の届出）

　種子生産者は、知事から配布された原種等を用いて、

前条第１項の規定により決定した優良品種の種子を、譲

渡の目的をもって、又は委託を受けて生産しようとする

ときは、あらかじめ、その経営するほ場の所在地その他

規則で定める事項を知事に届け出なければならない。

２　前項の規定により届出をしたほ場（以下「特定種子

生産ほ場」という。）を経営する種子生産者（以下「特

定種子生産者」という。）は、その届出に係る事項を変

更しようとするときは、あらかじめ、その旨を知事に届

け出るものとする。

第10条 (主要農作物の原種及び原原種

の生産）

知事は、優良品種（主要農作物に係る

ものに限る。）の種子の生産を行 うた

めに必要な原種及び当該原種の生産に

必要な原原種の生産を行うものとす

る。

第９条（原種等の生産）

 知事は、ほ場の設置等によ

り、県内に普及すべき主要農

作物の優良な品種として 決定

したものその他知事が必要と

認めるものについて、指定種

子生産ほ場において主要 農作

物の優良な種子の生産を行う

ために必要な原種及び当該原

種の生産を行うために必 要な

原原種（以下「原種等」とい

う。）の生産を行うものとす

る。

２ 前項の規定による県内に普

及すべき主要農作物の優良な

品種の決定に関し必要な事項

は、知事が定める。

３ 知事は、第１項の規定によ

り原種等の生産を行うほか、

知事以外の者が経営するほ場

において、原種等が適正かつ

確実に生産されると認める場

合は、当該ほ場を指定原種ほ

場又は指定原原種ほ場として

指定することができる。

４ 第６条第２項の規定は前項

の規定による指定について、

前２条の規定は同項の指定原

種ほ場又は指定原原種ほ場に

おける原種等の生産について

準用する。

第10条（ほ場の指定）

　知事は、種子生産計画に

基づき、主要農作物の優良

な種子の生産に適すると認

めるほ場を指定種子生産ほ

場として指定することがで

きる。

2 その経営するほ場につい

て前項の指定を受けようと

する者は、規則で定めると

ころにより、知事に申請し

なければならない。

第14条（原種及び原原種の

生産）

　知事は、主要農作物の原

種ほ及び原原種ほの設置等

により、指定種子生産ほ場

において主要農作物の優良

な種子の生産を行うために

必要な主要農作物の原種及

び当該原種の生産を行うた

めに必要な主要農作物の原

原種の確保が図られるよう

主要農作物の原種及び原原

種の生産を行わなければな

らない。

2 知事は、県以外の者が経

営するほ場において前項の

原種又は原原種が適正かつ

確実に生産されると認める

ときは、当該ほ場を指定原

種ほ又は指定原原種ほとし

て指定することができる。

3 第10条第2項の規定は前

項の指定について、第11条

から前条までの規定は同項

の指定原種ほ文は指定原原

種ほにおける主要農作物の

原種文は原原種の生産につ

いて準用する。

第８条（奨励品種の原種

苗等の生産）

　県は、奨励品種の原種

苗（種苗生産者その他の

種苗の生産を行う者にお

いて優良な種苗の生産を

行うために必要な種苗を

いう。）及び原原種苗

（当該原種苗の生産を行

うために必要な種苗をい

う。）（以下「原種苗

等」という。）の生産を

行うものとする。

２　知事は、奨励品種の

原種苗等の生産を適正か

つ確実に行うことができ

ると認める者を、奨励品

種の原種苗等の生産を行

う者（以下「原種苗等生

産者」という。）として

指定することができ る。

この場合において、当該

指定に係る奨励品種の原

種苗等については、前項

の規定にかかわら ず、原

種苗等生産者が生産を行

うものとする。

第10 条（種子生産ほ場の届

出）

 種子生産者（第８条第１項

に規定する種子計画に基づき

主要農作物の種子を生産

する者に限る。次条及び第

12 条において同じ。）は、

奨励品種の種子を生産するほ

場（次

条第１項各号において「種子

生産ほ場」という。）を知事

に届け出なければならない。

7



全国種子条例対照表(13道県条例、熊本県条例案)  2019年12月12日現在

道県 熊本県 北海道 宮城県 山形県 栃木県 埼玉県 新潟県 富山県 福井県 長野県 岐阜県 兵庫県 鳥取県 宮崎県

第８条(審査)

 県は、生産計画を実

行するために必要な

原原種ほ、原種ほ及

び一般種子生 産ほ場

並びにこれらにおい

て生産された種子に

ついて、ほ場審査

（原原種ほ、原 種ほ

及び一般種子生産ほ

場において栽培中の

農作物の出穂、穂ぞ

ろい、成熟状況 等に

ついて審査すること

をいう。）及び生産

物審査（原原種ほ、

原種ほ及び一般 種子

生産ほ場において生

産された種子の発芽

の良否、不良な種子

及び異物の混入 状況

等について審査する

ことをいう。）を行

わなければならな

い。

第６条（優良な種子の計

画的な生産）

２　知事は、前項の規定

により指定した指定種子

生産ほ場において栽培中

の主要農作物等の生育状

況等及び当該ほ場におい

て生産された主要農作物

等の種子の発芽の良否等

について審査し、その結

果を指定種子生産者に通

知するものとする。

第８条（原種指定ほ等に係る審査）

指定原種ほ等の経営者（以下「指定原種等生産

者」という。）は、知事の定めるところによ

り、その経営する指定原種ほ等につい て、ほ場

審査を受けなければならない。

２　指定原種等生産者は、次条第１項の規定に

より交付を受けた原種ほ審査証明書又は原原種

ほ審査証明書に係る指定原種ほ等において生 産

された原種等について、知事の定めるところに

より、生産物審査を受けなければならない。

３		第１項のほ場審査及び前項の生産物審査（以

下この条において「審査」という。）は、指定

原種等生産者の請求によって行うものとす る。

４	知事は、指定原種等生産者から前項の請求が

あったときは、職員をして審査をさせなければ

ならない。

５	審査の基準及び方法は、知事が別に定める。

６	審査を行う職員は、その身分を示す証明書を

携帯し、関係者の請求があったときは、これを

提示しなければならない。

第９条（原種ほ証明書等の交付）

知事は、ほ場審査の結果、指定原種ほ等が前条

第５項の基準に適合すると認めるときは、指定

原種等生産者に対し、規則で定める 原種ほ審査

証明書又は原原種ほ審査証明書を交付しなけれ

ばならない。

２　知事は、生産物審査の結果、原種等が前条

第５項の基準に適合すると認めるときは、指定

原種等生産者に対し、規則で定める生産物審 査

証明書を交付しなければならない。第11条（指

定種子生産ほ場に係る審査）

指定種子生産ほ場の経営者（以下「指定種子生

産者」という。）は、知事の定めるところによ

り、その経営する指定種子生産ほ場 について、

ほ場審査を受けなければならない。

２　指定種子生産者は、次条第１項の規定によ

り交付を受けたほ場審査証明書に係る指定種子

生産ほ場において生産された特定農作物の種 子

について、知事の定めるところにより、生産物

審査を受けなければならない。

３		第１項のほ場審査及び前項の生産物審査（以

下この条において「審査」という。）は、指定

種子生産者の請求によって行うものとす る。

４	知事は、指定種子生産者から前項の請求が

あったときは、職員をして審査をさせなければ

ならない。

５	審査の基準及び方法は、知事が別に定める。

６	審査を行う職員は、その身分を示す証明書を

携帯し、関係者の請求があったときは、これを

提示しなければならない。

第12条（ほ場審査証明書等の交付）

知事は、ほ場審査の結果、指定種子生産ほ場が

前条第５項の基準に適合すると認めるときは、

指定種子生産者に対し、規則で定めるほ場審査

証明書を交付しなければならない。

２　知事は、生産物審査の結果、特定農作物の

種子が前条第５項の基準に適合すると認めると

きは、指定種子生産者に対し、規則で定める 生

産物審査証明書を交付しなければならない。

第６条（種子生産

ほ場及び種子の審

査）

　知事は、前条第

２項の規定により

指定したほ場（以

下「種子生産ほ

場」という。）で

生産される種子の

品質を確保するた

め、次に掲げる審

査を行うものとす

る。

(１)　種子生産ほ

場において栽培中

の奨励品種である

主要農作物の出

穂、穂ぞろい、成

熟状況等について

の審査

(２)　種子生産ほ

場において生産さ

れた奨励品種の種

子の発芽の良否、

不良な種子及び異

物の混入状況等に

ついての審査

２　知事は、前項

第１号及び第２号

の審査の結果、当

該種子生産ほ場に

おいて生産された

種子が奨励品種の

種子として備える

べき品質を確保し

ていると認められ

るときは、その旨

の証明書を発行す

るものとする。

３　知事は、第１

項第１号又は第２

号の審査の結果に

基づき、当該種子

生産ほ場において

種子の生産を行う

者に対し、生産さ

れる種子の品質を

確保するために必

要な指導又は助言

をすることができ

る。

第12条 （ほ場審査及び生産物審査）

指定種子生産ほ場を経営する者（以下

この条において「指定種子生産者」 と

いう。）は、次に掲げる審査を受けな

ければならない。

(１)		ほ場審査	指定種子生産ほ場におい

て栽培中の主要農作物等の生育状況、

成熟状況等についての審査

(２)	生産物審査 	指定種子生産ほ場で生

産された優良品種の種子の発芽の良

否、不良な種子及び異物の混入状況等

についての審査

２ 	前項各号に掲げる審査は、指定種子

生産者からの請求により行うものとす

る。

３ 		知事は、前項の請求があったとき

は、当該職員に第１項各号に掲げる審

査を 行わせるものとし、その結果につ

いて指定種子生産者に対し通知するも

のとす る。

４ 	第１項各号に掲げる審査の基準及び

方法は、知事が定める。

５ 		第３項に規定する当該職員は、その

身分を示す証票を携帯し、指定種子生

産 者から要求があったときは、これを

提示しなければならない。

ほ場の審査

第11条（審査）

　指定種子生産者は、その

経営するほ場についてほ場

審査を受けなければならな

い。

2 指定種子生産者は、次条

の規定により交付を受けた

ほ場審査証明書に係る指定

種子生産ほ場において生産

された主要農作物の種子に

ついて、生産物審査を受け

なければならない。

3 ほ場審査及び生産物審査

(以下この条及び次条にお

いて「審査Jという。)は、

指定種子生産者の請求に

よって行う。

4 知事は、指定種子生産者

から前項の請求があったと

きは、当該職員又は知事が

審査員として委嘱した者

に、審査をさせなければな

らない。

5 審査の基準及び方法は、

種苗法(平成10年法律第83

号)第61条第1項に規定する

基準に準拠して知事が定め

る。

6 第4項の規定による審査

を行う者は、その身分を示

す証明書を携帯し、関係者

の請求があったときは、こ

れを提示しなければならな

い。

第12条（ほ場審査証明書等

の交付）

　知事は、審査の結果、当

該主要農作物又はその種子

が前条第5項の審査の基準

に適合すると認めるとき

は、同条第3項の請求を

行った者に対し、ほ場審査

証明書又は生産物審査証明

書を交付しなければならな

い。

第１２条（特定種子生産ほ場の審査等）

　特定種子生産者は、特定種子生産ほ場において栽培し

ている優良品種の出穂、開花及び成熟の状況等について

の審査（以下この条において「ほ場審査」という。）を

受けなければならない。

２　知事は、ほ場審査の結果、。第５項の規定により知

事が別に定める基準に適合すると認めるときは、特定種

子生産者に対し、その旨を証する書面（以下「ほ場審査

証明書」という。）を交付するものとする。

３　特定種子生産者は、前項の規定によりほ場審査証明

書の交付を受けた特定種子生産ほ場において生産された

優良品種の種子の発芽の良否並びに不良な種子及び異物

の混入の状況等についての審査（以下この条において

「生産物審査」という。）を受けなければならない。

４　知事は、生産物審査の結果、第５項の規定により知

事が別に定める基準に適合すると認めるときは、特定種

子生産者に対し、その旨を証する書面（附則第７項にお

いて「生産物審査証明書」という。）を交付するものと

する。

５　ほ場審査及び生産物審査は、特定種子生産者の請求

により行うものとし、審査の基準及び方法は、知事が別

に定める。

６　知事は、特定種子生産者から前項の請求があった時

は、その職員に審査をさせるものとする。

第７条 （審査）

前条第１項の規定により指定

した指定種子生産ほ場（以下

「指定種子生産ほ場」 とい

う。）の経営者（以下「指定

種子生産者」という。）は、

その経営する指定種子生産 ほ

場についてほ場審査（知事

が、指定種子生産ほ場におい

て栽培中の主要農作物の出

穂、 穂ぞろい、成熟状況等に

ついて審査することをいう。

以下同じ。）を受けなければ

ならな い。

２ 指定種子生産者は、第５項

の規定によりほ場審査の基準

に適合する旨の通知を受けた

指定種子生産ほ場において生

産された主要農作物の種子に

ついて、生産物審査（知事

が、 指定種子生産ほ場におい

て生産された主要農作物の種

子の発芽の良否、不良な種子

及び 異物の混入状況等につい

て審査することをいう。以下

同じ。）を受けなければなら

ない。

３ ほ場審査及び生産物審査

（以下この条において「審

査」という。）は、指定種子

生産者 の請求により行う。

４ 知事は、指定種子生産者か

ら前項の請求があったとき

は、当該職員をして、審査を

さ せることができる。

５ 知事は、審査の結果を、当

該審査の請求をした指定種子

生産者に対して通知するもの

とする。

６ 審査の基準及び方法は、知

事が定める。

７ 第４項の規定により審査を

行う職員は、その身分を示す

証明書を携帯し、関係者の請

求があったときは、これを提

示しなければならない。

第９条（原種等の生産）

４ 第６条第２項の規定は前項

の規定による指定について、

前２条の規定は同項の指定原

種ほ場又は指定原原種ほ場に

おける原種等の生産について

準用する。

第８条 （指定種子生産ほ

場の経審査等）

指定種子生産ほ場の経営者

（以下「指定種子生産者」

という。）は、その 経営

する指定種子生産ほ場にお

いて栽培中の主要農作物の

出穂、穂ぞろい、成 熟状

況等についての審査（以下

「ほ場審査」という。）を

受けなければならな い。

２  ほ場審査を受けようと

する指定種子生産者は、規

則で定めるところにより、

知 事に申請をしなければ

ならない。

３  知事は、前項の申請が

あったときは、当該職員に

ほ場審査をさせなければな

ら ない。

４  前項の規定によりほ場

審査を行う当該職員は、そ

の身分を示す証明書を携帯

し、 関係者の請求があっ

たときは、これを提示しな

ければならない。

５  ほ場審査の基準および

方法は、規則で定める。

６  知事は、ほ場審査の結

果、前項の基準に適合する

と認めるときは、指定種子

生 産者に対し、その旨を

通知する。

７  指定種子生産者は、前

項の規定による通知に係る

指定種子生産ほ場において

生 産された主要農作物の

種子について、その発芽の

良否、不良な種子および異

物 の混入状況等について

の審査（以下「生産物審

査」という。）を受けなけ

ればならない。

８  第二項から第五項まで

の規定は、生産物審査につ

いて準用する。

９  知事は、生産物審査の

結果、前項において準用す

る第五項の基準に適合する

と 認めるときは、指定種

子生産者に対し、生産物審

査証明書を交付する。

第６条 （原種及び原原種

の生産）

３  次条第二項の規定は前

項の規定による指定につい

て、第八条の規定は同項の

指 定原種ほ場または指定

原原種ほ場における原種等

の生産について準用する。

第６条（指定種子生産ほ場の審査

等）	

指定種子生産ほ場の経営者（以下

「指定種子生産者」という。）

は、当該 指定種子生産ほ場におい

て栽培している主要農作物の出

穂、穂ぞろい、成熟状況 等につい

ての審査（以下この条及び附則第

５条において「ほ場審査」とい

う。） を受けるものとする。

２　知事は、ほ場審査の結果、第

７項の規定により知事が別に定め

る基準に適合す ると認めるとき

は、指定種子生産者に対し、ほ場

審査証明書を交付するものとす

る。

３　指定種子生産者は、前項の規

定によりほ場審査証明書の交付を

受けた指定種子 生産ほ場において

生産された主要農作物の種子の発

芽の良否、不良な種子及び異

 物の混入状況等についての審査

（以下この条及び附則第５条にお

いて「生産物審査」という。）を

受けるものとする。

４　知事は、生産物審査の結果、

第７項の規定により知事が別に定

める基準に適合 すると認めるとき

は、指定種子生産者に対し、生産

物審査証明書を交付するもの とす

る。

５　ほ場審査及び生産物審査（以

下この条において単に「審査」と

いう。）は、指 定種子生産者の申

請により行うものとする。

６　知事は、指定種子生産者から

前項の申請があったときは、当該

職員に審査をさ せるものとする。

７　審査の基準及び方法は、知事

が別に定める。

８　第６項の規定により審査を行

う職員は、その身分を示す証明書

を携帯し、関係 者の請求があった

ときは、これを提示しなければな

らない。

第８条 （原種及び原原種の生産）

３　前２条の規定は、前項の指定

原種ほ又は指定原原種ほにおける

主要農作物の原 種又は原原種の生

産について準用する。

４　県は、種子計画に基づき主要

農作物の優良な原種を供給するた

め、当該原種の 生産を行う施設を

設置し、品種の選定、原種の管理

その他必要な措置を講ずるも のと

する。

第11 条（ほ場審査及び生産

物審査）

 種子生産者は、奨励品種の

種子の品質を保つため、次に

掲げる審査を受けなけれ

ばならない。

(1) ほ場審査（種子生産ほ場

において栽培中の主要農作物

の出穂、穂ぞろい、生育状況

等について知事が行う審査を

いう。）

(2) 生産物審査（種子生産ほ

場において生産された主要農

作物の種子の発芽の良否、不

良な種子及び異物の混入状況

等について知事が行う審査を

いう。）

２ 前項各号に掲げる審査

（以下この条において「審

査」という。）は、種子生産

者からの

請求により行うものとする。

３ 知事は、前項の規定によ

る請求があったときは、当該

職員に審査を行わせるものと

す

る。

４ 審査の基準及び方法は、

知事が定める。

５ 知事は、審査の結果につ

いて、審査証明書を交付する

ものとする。

第９条 (審査)

指定種子生産ほ場の経営者（以下

「指定種子生産者」という｡)は、

その経営する指定種子生産ほ場に

つ いてほ場審査を受けなければな

らない。

２ 指定種子生産者は、第４項の規

定によりほ場審査の基準に適合す

る旨の通知を受けた指定種子生産

ほ場にお いて生産された主要農作

物の種子について、生産物審査を

受けなければならない。

３ ほ場審査及び生産物審査（以下

この条において「審査」という｡)

は、指定種子生産者の請求によっ

て行う。

４ 知事は、指定種子生産者から前

項の請求があったときは、当該職

員に審査をさせ、その結果を当該

指定種子 生産者に対し通知するも

のとする。

５ 審査の基準及び方法は、知事が

定める。

６ 第４項の規定により、審査を行

う当該職員は、その身分を示す証

票を携帯し、関係者の要求があっ

たときは、 これを提示しなければ

ならない。

第11条（原種及び原原種の生産）

３ 第８条第２項の規定は前項の指

定について、前２条の規定は同項

の指定原種ほ又は指定原原種ほに

おける主 要農作物の原種又は原原

種の生産について準用する。
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道県 熊本県 北海道 宮城県 山形県 栃木県 埼玉県 新潟県 富山県 福井県 長野県 岐阜県 兵庫県 鳥取県 宮崎県

第13条 (指導等)

知事は、種子生産者に対し、主要農作

物等の優良な種子の生産のために 必要

な指導、助言及び勧告を行うものとす

る。

第９条（勧告等）

 県は、生産計画に基

づき、一般種子を生

産する者又は一般種

子を生産する 者に種

子の生産を委託した

者に対し、優良な種

子の生産及び普及の

ために必要な

 勧告、助言及び指導

を行わなければなら

ない。

第16条（設置）

第８条第１項の規定による優良品種の

認定（次条において「優良品種の認

定」という。）について調査審議する

ため、知事の附属機関として、北海道

優良品種認定審議会（以下この章にお

いて「審議会」という。）を置く。

第17条（所掌事項）

　審議会は、優良品種の認定及びその

取消しに関し、知事の諮問に応じ調 査

審議するほか、必要に応じ知事に意見

を述べるものとする。

第18条（組織）

審議会は、委員10人以内で組織する。

２　委員は、次に掲げる者のうちか

ら、知事が任命する。

(１)学識経験を有する者

(２)農業に関係する団体の役職員

(３)消費者であって、主要農作物等に

関する知見を有する者 (４)	前３号に掲

げる者のほか、知事が適当と認める者

３ 委員の任期は、２年とする。ただ

し、委員が欠けた場合における補欠の

委員 の任期は、前任者の残任期間とす

る。

４ 委員は、再任されることができる。

第19条（会長及び副会長）

審議会に会長及び副会長を置く。

２ 会長及び副会長は、委員が互選す

る。

３ 会長は、審議会を代表し、会務を総

理する。

４ 副会長は、会長を補佐し、会長に事

故があるときは、その職務を代理す

る。

第20条（会議）

審議会の会議は、会長が招集する。

２ 		審議会は、委員の２分の１以上が出

席しなければ、会議を開くことができ

な い。

３ 		会議の議事は、出席した委員の過半

数で決し、可否同数のときは、会長の

決 するところによる。

第21条	（会長への委任）

この章に定めるもののほか、審議会の

運営に関し必要な事項は、会長が 審議

会に諮って定める。

審議会・審査会

指導（監督・助

言）等

第13条（指導等）

　知事は、採種団体及び指

定種子生産者に対し、主要

農作物の優良な種子の安定

的な生産及び供給の確保の

ために必要な助言及び指導

を行うものとする。

第７条（指導等）

 知事は、採種団体及び指

定種子生産者に対し、主

要農作物等の優良な種子

の生産及び普及のために

必要な指導、助言及び勧

告その他必要な措置を講

ずるものとする。

第８条（指導等）

知事は、採種団体及び指定種

子生産者に対し、主要農作物

の優良な種子の生産又 は供給

のために必要な指導、助言及

び勧告を行うものとする。

第６条(監督等)

 知事は、前条各号に掲げる業務の

適正かつ確実な実施を確保するた

め必要があると認めるときは、指

定 種子生産団体に対し、その業務

に関し報告をさせることができ

る。

２ 知事は、指定種子生産団体が前

条各号に掲げる業務を適正かつ確

実に実施していないと認めるとき

は、指定 種子生産団体に対し、そ

の業務の運営の改善に関し必要な

措置を講ずべきことを命ずること

ができる。

３   知事は、指定種子生産団体が

前項の規定による命令に違反した

ときは、その指定を取り消すこと

ができる。

第７条 （指定種子生産団体への情

報の提供等）

知事は、指定種子生産団体に対

し、その業務の実施に関し必要な

情報の提供又は指導若しくは助言

を行 うものとする。

第10条 （指定種子生産者への情報

の提供等）

知事は、指定種子生産者に対し、

主要農作物の優良な種子の生産及

び調製に関し必要な情報の提供又

は 指導若しくは助言を行うものと

する。

第４条	（監督等）

知事は、前条第２項各号に掲げる

業務の適正かつ確実な実施を確保

するた め必要があると認めるとき

は、当該指定種子生産団体に対

し、当該業務に関して 報告を求

め、又は必要な助言若しくは指導

をすることができる。

２　知事は、指定種子生産団体が

前条第２項各号に掲げる業務を適

正かつ確実に実 施していないと認

めるときは、当該指定種子生産団

体に対し、当該業務の改善の ため

必要な措置をとるべきことを命ず

ることができる。

３　知事は、指定種子生産団体が

前項の規定による命令に違反した

ときは、当該指 定を取り消すこと

ができる。

第７条（情報の提供等）

 知事は、指定種子生産者に対し、

主要農作物の優良な種子の生産に

関し必 要な情報を提供し、又は助

言若しくは指導をすることができ

る。

第１０条（助言または指導）

 知事は、主要農作物の優良な種子

の生産のために必要があると認め

るとき は、指定種子生産者以外の

者であって主要農作物の種子の生

産又は流通に携わる 者に対し、助

言又は指導を行うものとする。

第９条（情報の提供等）

 知事は、指定種子生産者

に対し、主要農作物の優良

な種子の生産に関し必 要

な情報を提供し、または助

言もしくは指導をするもの

とする

第12 条 （主要農作物の種子

の生産に係る支援）

県は、種子生産者及び種子生

産関係団体に対し、主要農作

物の優良な種子の生産

のために必要な助言及び指導

を行うものとする。

２ 県は、次に掲げる事項に

ついて必要な施策を講ずるも

のとする。

(1) 種子生産者の育成及び確

保に関すること。

(2) 奨励品種の採種の技術の

継承に関すること。

(3) 奨励品種の種子の生産の

体制の整備に関すること。

第6条（種子生産

ほ場及び種子の審

査）

3  知事は、第１項

第１号又は第２号

の審査の結果に基

づき、当該種子生

産ほ場において種

子の生産を行う者

に対し、生産され

る種子の品質を確

保するために必要

な指導又は助言を

することができ

る。

第13条（指定原種等生産者等への指導）

知事は、指定原種等生産者及び指定種子生産者

に対し、種子の生産に関する技術の指導を行う

ものとする。

第９条（指定採種団体に対する監督等）

　知事は、前条第２項各号に掲げる業務の適正かつ確実

な実施を確保するため必要があると認めるときは、指定

採種団体に対し、その業務に関し報告を求め、又は必要

な指導若しくは助言をすることができる。

２　知事は、指定採種団体が前条第２項各号に掲げる業

務を適正かつ確実に実施していないと認めるときは、指

定採種団体に対し、その業務の運営の改善に関し必要な

措置を講ずることを命ずることができる。

３　知事は、指定採種団体が前項の規定による命令に違

反したときは、その指定を取り消すことができる。

第13条（特定種子生産者に対する指導等）

　知事は、特定種子生産者に対し、優良品種の種子の品

質の確保及び安定的な生産のために必要な指導、助言又

は勧告をすることができる。

第１８条（設置）

　知事の諮問に応じ、優良品種に関する重要事項を調査

審議するため、主要農作物品種審査会（以下「審査会」

という。）を置く。

第１９条（所掌事務）

　審査会は、次に掲げる事項を調査審議する。

（１）優良品種の決定基準に関する事項

（２）優良品種決定調査に供される品種に関する事項

（当該品種に係る優良品種決定調査の継続及び中止に関

することを含む。）

（３）優良品種決定調査の方法に関する事項

（４）優良品種の決定及び廃止に関する事項

（５）その他優良品種に関し必要な事項

第２０条（組織等）

　審査会は、委員十人以内で組織する。

２　委員は、次に掲げる者のうちから、知事が任命す

る。

（１）学識経験を有する者

（２）関係団体の役員又は職員

（３）関係行政機関の職員

（４）県の職員

３　前項第１号に掲げる者のうちから任命される委員の

任期は、二年とする。ただし、委員が欠けた場合におけ

る補欠の委員の任期は、前任者の残任期間とする。

第２１条（会長及び副会長）

　審査会に、会長一人及び副会長二人を置き、委員の互

選によって定める。

２　会長は、会務を総理し、審査会を代表する。

３　副会長は、会長を補佐するとともに、会長があらか

じめ定めた順序により、会長に事故があるときはその職

務を代理し、会長が欠けたときはその職務を行う。

第２２条（会議）

　審査会の会議は、会長が招集し、会長がその議長とな

る。

２　審査会の会議は、委員の半数以上が出席しなければ

開くことができない。

３　審査会の議事は、出席した委員の過半数で決し、可

否同数のときは、議長の決するところによる。

第２３条（幹事）

　審査会に、幹事を置き、県の職員のうちから、知事が

これを任命する。

２　幹事は、審査会の所掌事務について、委員を補佐す

る。

第２４条（会長への委任）

　この章に定めるもののほか、審査会の運営に関し必要

な事項は、会長が審査会に諮って定める。
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道県 熊本県 北海道 宮城県 山形県 栃木県 埼玉県 新潟県 富山県 福井県 長野県 岐阜県 兵庫県 鳥取県 宮崎県

知的財産権の保

護

第１７条（財政上の措置）

　県は、主要農作物の種子の生産及び普及並びに主要農

作物の品種の育成及び選定に関する施策を推進するた

め、必要な財政上の措置を講ずるよう努めるものとす

る。

第１１条（財政上の措置）

 県は、主要農作物の優良

な品種の開発ならびに優良

な種子の生産および 普及

に関する施策を推進するた

め、必要な財政上の措置を

講ずるよう努めるも のと

する。

第11条	(財政上の措

置)

 県は、主要農作物の

優良な種子の生産及

び普及に係る施策を

推進するた め、必要

な財政上の措置を講

ずるものとする。

第16条（財政上の措置）

県は、奨励品種の種子の生産及び普及に必要と

なる財政上の措置を講ずるよう努めるものとす

る。

第８条（財政上の措置）

県は、主要農作物等の優

良な種子の生産及び普及

に係る施策を推進するた

め、必要な財政上の措置

を講ずるよう努めるもの

とする。

委任（補則）

第18条（委任）

　この条例に定めるものの

ほか、この条例の施行に関

し必要な事項は、規則で定

める。

第22条(規則への委任)

		この条例の施行に関し必要な事項は、

規則で定める。

第２５条（委任）

　この条例に定めるもののほか、この条例の施行に関し

必要な事項は、規則で定める。

第 12 条（委任）

この条例に定めるもののほ

か、この条例の施行に関し必

要な事項は、知事が定め る。

第１１条（規則への委

任）

　この条例の施行に関し

必要な事項は、規則で定

める。

第７条（委任）

この条例に定め

るもののほか、

この条例の施行

に関し必要な事

項は、知事が定

める。

第13条 (委任)

この条例に定めるもののほか、こ

の条例の施行に関し必要な事項

は、知事が別に定める。

第11条 （委任）

この条例に定めるもののほか、こ

の条例の施行に関し必要な事項

は、知事 が別に定めるものとす

る。

第１２条（委任）

この条例の施行に関し必要

な事項は、規則で定める。

第15 条 （補則）

この条例に定めるもののほ

か、この条例の施行に関し必

要な事項は、知事が定め

る。

第12条(委任)

 この条例に定めるも

ののほか、この条例

の施行に関し必要な

事項は、知 事が定め

る。

第７条（補則）

この条例の施行に

関して必要な事項

は、知事が定め

る。

第17条	（委任）

この条例に定めるもののほか、この条例の施行

に関し必要な事項は、規則で定める。

第９条（委任）

この条例に定めるものの

ほか、この条例の施行に

関し必要な事項は、知事

が別に定める。

第15条 （財政上の措置）

道は、主要農作物等の種子の生産に関

する施策を推進するため、必要な 財政

上の措置を講ずるよう努めるものとす

る。

第６条（財政上

の措置）

県は、主要農作

物の優良な種子

の生産及び普及

に係る施策を推

進するため必要

な財政上の措置

を講ずるよう努

めるものとす

る。

第１０条(県民の理解

の促進)

県は、地域の農業の

根幹を支える主要農

作物の優良な種子の

生産の重要性 につい

て、県民の理解を促

進するため、啓発活

動に努めるものとす

る。

第１６条（県民に対する理解の促進等）

　県は、主要農作物の種子の品質の確保及び安定的な生

産の重要性について、県民の理解の促進に努めるものと

する。

２　県は、主要農作物を生産する農業者に対し、特定種

子生産ほ場における優良品種の良質な種子の安定的な生

産を維持するために、必要な協力を求めることができ

る。

第 11 条 （財政上の措置）

県は、主要農作物の優良な種

子の低廉かつ安定的な供給に

関する施策を推進する ために

必要な財政上の措置を講ずる

ものとする。財政上の措置

県民の理解の促

進

第14 条 （財政上の措置）

県は、主要農作物等の優良な

種子の生産及び安定的な供給

に関する施策を推進す

るため、必要な財政上の措置

を講ずるよう努めるものとす

る。

第14条(知的財産権の保護)

 知事は、優良品種に係る知的財産権の

適正な保護が図られるよう、品種 育成

者に対し、情報提供その他の必要な支

援を行うものとする。

第17条（財政上の措置）

　県は、主要農作物の優良

な種子の安定的な生産及び

供給の確保に関する施策を

実施するため、必要な財政

上の措置を講ずるよう努め

るものとする。

第９条（知的財産権の保

護等）

　県は、種苗生産等計画

策定者、種苗事業者、種

苗生産者その他関係者と

連携し、奨励品種のうち

県が育成をした品種に係

る知的財産権を保護する

ものとし、当該知的財産

権の活用に努めるものと

する。

第１０条（財政上の措

置）

　県は、奨励品種の優良

な種苗の安定的な供給を

促進するために、必要な

財政上の措置を講ずるよ

う努めるものとする。
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